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社会調査の実践性 をめ ぐる序論的考察
開発援助におけるコンサルタントに注目して















1-1社会調査 および社会学 にお ける実践志向性
社 会調査 はそ もそ も、実践的 な目的 を達す るための手段で あった。社会調査 の起源 である古代
エ ジプ トや 中国にお けるセ ンサス などは、施政者 による社会統 治 とい うきわめて実務 的な 目的 に
基づ いた ものであった し、近代社会調査 の先駆例 として よ く知 られるル ・プレー による労働者家
族調査、 チャールズ ・ブース によるロ ンドン労働者 生活調査 などは、社会改良 を目指 した 「社会
踏査」(social　survey)と呼 ばれた。 また、 当初か ら 「社 会改良の学」 として社 会学 が導入 さ・れ た
米 国で も、 シカゴ学派 の都市社会 学研 究、ス トゥフ ァーや マー トンらの兵士研究、 コロンビア学
派 による投 票行動研 究等いずれ も実践志 向であったとい って よい。70年代 には、社会学の政策的
応用、あ るいは社会調査の実践性 につ いて、ラザースフェル ド&レ イツ(1975)やスコッ ト&シ ョアー
(1979)などが 「社会学の利用」(use　of　sociology)とい う観点か ら議論が展 開された。 また実際、
近年では社会科学全体の政策志 向 もあ り、公共政策への反映を 目指 した調査研究 も少な くない。
一方、日本で社会学が導入された明治初期は、ミル、スペンサー、さらに ドイツ社会科学の影





















査方法論上の初歩的 ミスが多いか ということを具体的に明 らかにしている。また、委託者である
自治体、調査実施者である民間会社 においていずれも、「社会調査の専門性」がきわめて軽視 さ
れていることを確認 し、さらに調査結果のデータ保存状況および自治体内の各種調査に関する現






















ほど強調されているわけではない。むしろ、福武 らがこれらのテキス トで強調 しているのは、「調







ここで注意したいのは、福武 らが科学的態度の重要性 を強調 した背景である。おそらく当時、
福武 ら実証社会学者は、実務的調査においておよそいい加減な調査があったことを危惧 していた
のではないか。むしろ、それゆえにこそ、いかなる種類の社会調査であってもその科学性を強調
されると同時に、社会学者は自ら行う社会調査 と実務的調査 とのあいだで一線引く必要性を感 じ
ていたのではないだろうか。こうした認識が妥当だとすれば、社会学者が調査主体の 「素人性」
















































コンサルタント(in-house　consultant)として仕事をする場合 もあ り、内部者 として調査者が存
するときの特徴や課題をめぐる検討は、都市社会学における盛 り場空間での参与観察や、活動家
として内部に入 り込んで行 う社会運動研究での実践 と議論 を接合 させることも可能だろう。
2.「開発コンサルタント」という業界
2-1「開発コンサルタン ト」の誕生と発展、および困難




ティング業務を行う能力 と経験を持っていたにすぎず、「開発 コンサルタント」 という専門化さ
れた部門が形成されていたわけではなかった。
第二次大戦の激化か ら終戦を経て、技術 コンサルタントの活躍の場 も失われることになったが、
その活動再開までに時間はかからなかった。海外か ら帰還 した久保田豊(11)らは早 くも1946年






























を行っている 「ソフ ト系」 と呼ばれる 「開発コンサルタント」が台頭 している。これらのコンサ
ルタントが特に 「ソフ ト系」 と呼ばれ理由は、インフラ部門に携わっている建設コンサルタント、






少 し、コンサルタントの契約受注額および1人 あた りの契約額が減少 しており、全体のパイが縮
小 していくなかで経営難が生 じている。「開発コンサルタン ト」関係者はこうした経営問題を危
惧するなかで、他方では、新たなライバル出現にも戸惑っているところである。すなわち、近年
になって 「開発コンサルタント」だけが民間を代表するのでなく、NGOや大学など幅広いプレ
イヤーによってODAを 実施 していくべ きだという議論が強 くなっている状況下、「開発コンサ







以上締結した登録法人は145社、同 じく 「業務実施契約」 を単独で1件 以上締結 した法人は82
社のみであ り(「役務提供契約」、「業務実施契約」、あるいは 「業務実施契約簡易型」を1件以上
した締結 したコンサルタン トとなると226社になる)、1、2件の 「役務提供契約」(200万円以
上300万円以下の契約金額が最 も多い)で は 「開発 コンサルタント」 としての経営が成 り立たな
いことを考えると、「開発コンサルタント」として成 り立っている企業数はもっと少ないと捉え
るべきであろう。なお、個人コンサルタントについては、JICA国際協力人材登録制度には9489
人が登録 しているものの、そのうち 「役務提供契約」を1件以上締結 した登録者はそのうちのわ
ずか25人(全体の0.26%)に過 ぎない。また、コンサルタント側の資料 として、国際建設技術
協会(2007)(20)で調査対象 としている企業は94社であるが、これに回答 した企業のうち受注実














































業実施中の 「中間評価」、終了直後の 「終了時評価」、終了数年後に実施する 「事後評価」などの
一連の 「評価」を、JICAでは 「5項目評価」(妥当性:relevance,有効性:effectiveness効率性:
efaciency,インパク ト:impact,自立発展性:sustainability)という統一的項 目によって 「評価」
しているが、この枠組みを援用しているOECDの開発援助委員会(DAC)か らの訳語が適切で
ないことから生 じる混乱、事業の種類や評価者によって 「評価」のポイントがブレることの問題
点、 さらには、報告書が一定の決 まったフォーマットのもとに記述 される傾向(た とえば、妥当
性の項 目では妥当性を吟味するのではなく 「○○の理由により妥当性がある」 ということを書 く






アジア経済研究所の地域研究者(イ エメン)であ り、かつ社会学者として 「開発援助の社会学」




















者に対する的確な指示、調査結果の迅速な報告 ・共有 とフォローアップのためのルールづ くり、
以上の点が提言されている。また同報告書のこうした提言の一つ一つを眺めると、社会調査以前
の初歩的な問題が含 まれているようにも思われる(26)。しか し、事態は単純で鳳 ない。発注者 と











「ソフ ト系 コンサルタント」にとって、技術系 「専門家」とのチームを組んだ共同作業では能力
発揮できない等の点もこれまでに指摘 されている。







発学専攻で学んだ 「ソフ ト系コンサルタント」 も多いが、いずれの場合でも、社会学における社
会調査の訓練を受けた経験がなく、社会調査の訓練は 、短期研修を受けながら現場業務を積み重
ねるなかで修得 してい くのが一般的である。こうした、社会調査 をめ ぐるキャリア形成は、実際
の社会調査の仕事においてどのような影響として現れるのか、といった点も検討に値するだろう。




をしてきたに過ぎないが、近年では、大学が組織 として開発援助 ・国際協力分野へ貢献 していこ
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を眺め、「とにか くあの川をどこかでせ き止めたいという衝動に駆 られるんだよ」と語ったり、74歳の
ときにガーナのエンクルマ大統領と会談中、「あなたはどうして元気なんですか」 と聞かれ、「私は仕事
を食っているから、もう少し私にえさをください」 と述べるなど、さまざまなエビソー ドが残っている























験を積んだ技術者が独立するケースが多かった(機 械振興協会 ・海外 コンサルティング協会:19)。
























27これについて、佐藤寛(1996:189)は、日本社会では 「スペシャリス ト」 より 「ジェネラリス ト」を
育成する組織文化があるので、専門家を内部に抱えるよりも既存の職員によるプロジェクト・デザイン
の改良で対応できるという考えも一方でありうるとしている。
28たとえば、文部科学省が 「国際教育協力イニシアティブ」という事業をはじめている。
